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１．はじめに

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































題志向型のPBLという認識では行っていなかった。写真１　現場サテライトの西成プラザ　白い 3 階建ての 3 階
42 水内　俊雄
グローバルCOE自体も，教育プログラムを提供す
る制度は設定せず，中心拠点の都市研究プラザは，
スーパー大学院的な学際的な構成を取ることに特色
を発揮した。
　文科省のほうは，ポストCOEや，ポストGPとし
ての予算の目玉つくりで，教員一人一人の属人的な
取り組みだけでなく，地域と連携する大学全体の教
育体制の強化に予算付けするという流れが2010年
度から始まることになる。その第一弾は，「博士課
程教育リーディングプログラム」であった。地域の
NPOとの強い連携をもとに，大学院の授業カリキュ
ラムとして位置づけるプログラムを構想した。特色
として実績のある現場サテライトを利用しながら，
他教員でNPOなどと連携した取り組みを行ってい
る大学院演習などを包括した形で，2011年度に日
本福祉大学と，「包摂都市生成グローバルリーダー
養成」というテーマで共同申請を行った。ヒアリン
グまで残ったが，残念ながら採択には至らなかった。
　地域と連携する取り組みに関しては，総務省のほ
うからも，域学連携と称したプログラムも2012年
度から開始された。このなかで2012年度の補正予
算で，「域学連携」地域活力創出モデル実証事業も打
ち出された。趣旨としては「地域再生を積極的に推
進するため，地域と大学の協働プロジェクトにより，
大学の秋入学導入もにらみながら，地域力創造人材
の育成と自立的な地域づくりを推進する仕組みの構
築を図る。また，地域がそれぞれの特色を持って活
力ある地域づくりを進めることが，日本全体の経済
底上げにつながることから，本事業を通じて，地域
コミュニティの再生，地域資源の発掘，地域での産
業創出，観光を通じた地域活性化等を図ることで，
自らの発想で行う特色を持った地域づくりを支援す
る」というものであった。事業実施者は，地方公共
団体であり，大学，地域住民，NPO法人，地元企
業等との連携による，実行委員会を設立し，柔軟に
事業を動かす建て付けであった。
カリキュラム構築という観点からはかなり無理の
あるプログラムであることは否めない中，　後述す
る，文科省側からの地域連携をうたう新プログラム
である，「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」
の2013年度からの公募もにらみ，事務サイド主導
で，大阪市大として大学全体が取り組む体制をつく
るために，2013年2月に地域連携センターが立ち上
げられた。上述の域学連携プログラムに，遠隔地と
の連携に取り組んできたいくつかの教員グループ
と，事務サイドとの協働で申請プランが練られた。
筆者も長年かかわってきた新宮市との連携を生かし
大阪府大と共同申請で，「次世代エンパワーをめざ
す学修力，生活力の育成を通じた包括的セーフティ
ネットの生成」というテーマで申請を行い，幸いに
もこの新宮市との1件が採択されることになった。
　COCの申請については，再び大阪府大との共同
申請で臨むことになった。その趣旨は，「大学及び
大学を構成する関係者は，社会の変革を担う人材の
育成，「知の拠点」として世界的な研究成果やイノ
ベーションの創出など重大な責務を有しているとの
認識の下に，国民や社会の期待に応える大学改革を
主体的に実行することが求められている。その中で，
目指すべき新しい大学像として，学生がしっかり学
び，自らの人生と社会の未来を主体的に切り拓く能
力を培う大学，地域再生の核となる大学，生涯学習
の拠点となる大学，社会の知的基盤としての役割を
果たす大学であることが期待された。
このCOC事業では，自治体等と連携し，全学的
に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める大
学であること，そのために学内組織が有機的に連携
し，「地域のための大学」として全学的に地域再生・
活性化に取り組み，教育カリキュラム・教育組織の
改革につなげること，地域の課題（ニーズ）と大学の
資源（シーズ）の効果的なマッチングによる地域の課
題解決，更には自治体と大学が早い段階から協働し
て課題を共有しそれを踏まえた地域振興策の立案・
実施まで視野に入れた取組を進めること，と畳みか
けるような地域志向づくしのプログラムの導入の要
請であった。
これにより，学生が大学での学びを通して地域の
課題等の認識を深め，解決に向けて主体的に行動で
きる学生を育成するとともに，大学のガバナンス改
革や各大学の強みを活かした大学の機能別分化を
「推進し，地域再生・活性化の拠点となる大学を形
成する。」というものであった。
　大阪市大の各教員が地域連携でやっている取組み
からすると，これをカリキュラムにより的確に，ま
たそれを全学的な取り組みとして見せてゆくという
努力が必要となってくる。この流れで，大阪市や大
阪大都市圏で大阪市大の教員や院生たちが取り組ん
できた実績を書きこみ，少々重厚なテーマで「大阪
の再生・賦活と安全・安心の創生をめざす地域志向
教育の実践」が構想された。教職協働の中で，職員
のマネジメント力が大きくものを言ってくる中，有
能な職員の設計や青式との折衝のもと申請書が仕上
がり，幸いにもこのプロジェクトは採用されること
になった。個人的には，大阪市や新宮市で行ってき
た取り組みを反映させていただいたこともあり，今
43野外調査実習からPBL事始め
までは，筆者の属人的取組みであったものを，大学
全体として取り組む形に持っていただいたことは，
この上もなくありがたいことであるとともに，重責
を担ったというプレッシャーもひしひしと感じてい
る。折に触れてその活動を何らかの機会に報告して
いきたいと考えている。

